
（様式１）

総合評価一般競争入札参加資格確認申請書
令和　　年　　月　　日
千葉県企業局長　横山　尚典　様
住　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　
代 　表 　者　　　　　　　　　　　　　　　印　
  （受 任 者）　　　　　　　　　　　　　　　　　
総合評価一般競争入札参加資格確認申請書の提出について
総合評価一般競争入札に参加を希望しますので、下記のとおり関係資料を提出します。
なお、地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しない者であること及び　申請書類の内容について事実と相違ないことを誓約します。
記
１　公告年月日　　　令和８年９月４日
２　購入等件名　　　次期設計積算システム開発・移行業務及び運用業務委託
３　数量　　　一式
４　入札参加資格確認申請書記載責任者・連絡者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　　（　　　　）　　　　　　
５　資格確認申請項目
	（１）資格者名簿における資格決定番号
	　　　－　　　－　　　－　　　－

	（２）証明する実績

	契約名称等
	契約名称
	

	
	発注機関名
	

	
	契約金額
	

	
	契約年月日
	

	
	契約概要
	

	（３）配置予定の業務主任技術者の氏名等
	氏名
	

	
	住所
	

	
	生年月日
	

	
	電話
	






	（４）配置予定の主要要員の氏名等
（複数人いる場合はいずれか１名を記入）
	氏名
	

	
	住所
	

	
	生年月日
	

	
	電話
	

	（５）業務主任技術者となる予定の者が所属する部署が適用範囲に含まれているISMS（ISO／IEC27001 又はJIS Q 27001）制度の認証の名称及び取得年月日
	名称
	

	
	取得年月日
	

	
（６）その他必要と認める事項（以下の事項を全て満たす者であることを誓約します。）

	・　会社更生法第１７条の規定により更生手続開始の申立をしている者（同法に基づく裁判所の更生手続開始決定が行われている場合を除く。）でないこと。
・　民事再生法第２１条の規定により再生手続開始の申立をしている者（同法に基づく裁判所の再生手続開始決定が行われている場合を除く。）でないこと。
・　商法附則第８条の経過措置が適用され改正前の商法第３８１条の規定による会社の整理の開始を命ぜられている者でないこと。
・　破産法第１８条又は第１９条の規定による破産手続開始の申立を行っている者でないこと。
・　最近２年間の法人税、法人県民税、法人市町村民税、法人事業税、固定資産税、消費税又は地方消費税を滞納している者でないこと。
・　次期設計積算システム開発・移行業務及び運用業務委託総合評価委員会の委員が自ら主宰し、役員若しくは顧問として関係する法人その他の組織及び当該組織に所属する者でないこと。


　　
留意事項
（１）提出された申請書類のみでは資格を判断できないとき、記載責任者に連絡してヒアリングを行う場合がある。
（２）返信用封筒として、表に申請者の住所・氏名を記載した長３号封筒（特定記録郵便相当分の切手を貼付）を申請書に併せて提出すること。
証明資料
　次の資料を添付すること。
（１）会社概要（様式２）
（２）この公告の日から過去１０年以内に、国、都道府県又は指定都市（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項に規定する指定都市をいう。）に対して、国、都道府県又は指定都市の職員が利用する設計積算システムに関する業務実績を有していることを証するもの（現在契約中の業務も対象とする。契約書又は検査結果通知書の写しを添付する。）（様式３）
（３）業務主任技術者を配置できることの証明（様式４）
（４）要求水準書に定める資格（ＰＭ等）を有する者を主要要員として配置できることの証明
（様式５。資格及び経験を確認できる証等の写しを添付する。）
（５）最近２年間の法人税、法人県民税、法人市町村民税、法人事業税、固定資産税、消費税又は地方消費税を滞納していないことを証するもの
（６）業務主任技術者となる予定の者が所属する部署が適用範囲に含まれているISMS（ISO／IEC27001 又はJIS Q 27001）制度の認証を取得していることの証明書の写し
（７）その他必要と認めるもの

申請書・添付書類確認項目表（必ず確認して提出すること。）
	項　　　　　　　目
	確　認　欄

	（１）本書（記入漏れがないか確認すること。）
	

	（２）会社概要（様式２）
	

	（３）業務実績書（様式３。契約書又は検査結果通知書の写しを添付する。）
	

	（４）業務主任技術者配置可能証明書（様式４）
	

	（５）主要要員の資格及び配置可能証明書（様式５。資格及び経験を確認できる証等の写しを添付する。）
	

	（６）最近２年間の法人税、法人県民税、法人市町村民税、法人事業税、固定資産税、消費税又は地方消費税を滞納していないことを証するもの
	

	（７）業務主任技術者となる予定の者が所属する部署が適用範囲に含まれているISMS（ISO／IEC27001 又はJIS Q 27001）制度の認証を取得していることの証明書の写し
	

	（８）返信用封筒（特定記録郵便相当分の切手を貼付）
	

	（９）その他必要と認めるもの
	





（様式２）
会　　社　　概　　要
	項　目
	内　　　　　容

	会社名
	

	設立年月日
	

	所在地
	

	資本金
	

	事業内容・実績
	

	資格・技術者数
	

	会社概要及び組織図
（最寄の支店、営業所
及びその所在地を含
む。）
	


記載上の注意
１　全ての項目を記載すること。






（様式３）

業　　務　　実　　績　　書

会社名（　　　　　　　　　　　　　）
	業　務　名
	発注機関
	契約額（千円）
	システム
稼働日
	業務概要及び規模
	本事業で活用できる
技術、ノウハウ等

	
	
	期　間
	
	
	

	
	
	
	年　月　日
	
	

	
	
	　　　年　月
～
　　　年　月
	
	
	

	
	
	
	年　月　日
	
	

	
	
	　　　年　月
～
　　　年　月
	
	
	

	
	
	
	年　月　日
	
	

	
	
	　　　年　月
～
　　　年　月
	
	
	


※記載欄が不足する場合は、この様式を複写して複数枚に記載すること。
※契約書又は検査結果通知書の写しを添付すること。
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（様式４）
業務主任技術者配置可能証明書
令和　　年　　月　　日
千葉県企業局長　横山　尚典　様
住　　　　所　　　　　　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　
代 　表 　者　　　　　　　　　　　　　　印　
  （受 任 者）　　　　　　　　　　　　　　　　

　次期設計積算システム開発・移行業務及び運用業務委託に係る業務主任技術者について、下記により配置できることを証明します。
　また、理由なく業務主任技術者（予定者）については変更いたしません。

記
１　業務主任技術者（予定者）の氏名　　　　　　　　　　　　　　

２　業務主任技術者（予定者）の現在（本書作成時）の業務の従事状況
	業務名
	発注機関又は
発注者所在地
	業務期間
	備　考

	
	
	　　　年　月
～
　　　年　月
	

	
	
	　　　年　月
～
　　　年　月
	



３　次期設計積算システム開発・移行業務及び運用業務の契約時(令和8年12月想定)での　業務の従事状況見込み
	業務名
	発注機関又は
発注者所在地
	業務期間
	備　考

	
	
	　　　年　月
～
　　　年　月
	

	
	
	　　　年　月
～
　　　年　月
	



４　次期設計積算システム開発・移行業務及び運用業務への配置を可能とする理由








（様式５）

主要要員の資格及び配置可能証明書
令和　　年　　月　　日
　千葉県企業局長　横山　尚典　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代 　表 　者　　　　　　　　　　　　　　印　
  （受 任 者）　　　　　　　　　　　　　　　　

次期設計積算システム開発・移行業務及び運用業務委託に係る主要要員について、下記の　　とおり要求される水準を満たし、かつ、配置できることを証明します。
また、理由なく主要要員（予定者）については変更いたしません。

記
１　主要要員（予定者）の氏名　　　　　　　　　　　　　　

２　主要要員（予定者）が保有する資格
	名　　称
	取得年月日

	
	

	
	



３　主要要員（予定者）の業務経験
	業務名
	発注機関又は
発注者所在地
	業務期間
	担当業務
内　容

	
	
	　　　年　月
～
　　　　　年　月
	

	
	
	　　　年　月
～
　　　年　月
	



４　主要要員（予定者）の現在（本書作成時）の業務の従事状況
	業務名
	発注機関又は
発注者所在地
	業務期間
	備　考

	
	
	　　　年　月
～
　　　年　月
	

	
	
	　　　年　月
～
　　　年　月
	



５　次期設計積算システム開発・移行業務及び運用業務の契約時(令和8年12月想定)での　業務の従事状況見込み
	業務名
	発注機関又は
発注者所在地
	業務期間
	備　考

	
	
	　　　年　月
～
　　　年　月
	

	
	
	　　　年　月
～
　　　年　月
	



６　次期設計積算システム開発・移行業務及び運用業務への配置を可能とする理由






※本様式による証明は、証明書１枚に対し１名ずつ行うこと。
※記載欄が不足する場合は、この様式を複写して複数枚に記載すること。
※資格及び経験を確認できる証等の写しを添付すること。



（様式６)
令和　　年　　月　　日


千葉県企業局水道部建設課業務改革・技術指導室技術指導班　担当者　様
（FAX：043-307-1986　E-mail：gijutsu-w@mz.pref.chiba.lg.jp）

質問者
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　印

次期設計積算システム開発・移行業務及び運用業務委託に対する質問書
（入札参加資格関係）
	商号又は名称
	

	質問者連絡先
	担当部署名
	

	
	担当者職・氏名
	

	
	電話番号（内線番号）
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	



	資料名
	

	質問項目
	

	（内　容）


（１）質問内容は、項目ごとに別紙に作成すること。
（２）質問書はＦＡＸ又はメールによる送信とし、送信後、電話により送信した旨を必ず連絡すること。
（３）質問が複数に及ぶ場合は、メールにて本書の電子データを送信してください。
（E-mail：gijutsu-w@mz.pref.chiba.lg.jp）

（様式７)
令和　　年　　月　　日


千葉県企業局水道部建設課業務改革・技術指導室技術指導班　担当者　様
（FAX：043-307-1986　E-mail：gijutsu-w@mz.pref.chiba.lg.jp）

質問者
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　印

次期設計積算システム開発・移行業務及び運用業務委託に対する質問書
（提案・その他）
	商号又は名称
	

	質問者連絡先
	担当部署名
	

	
	担当者職・氏名
	

	
	電話番号（内線番号）
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	



	資料名
	

	質問項目
	

	（内　容）


（１）質問内容は、項目ごとに別紙に作成すること。
（２）質問書はＦＡＸ又はメールによる送信とし、送信後、電話により送信した旨を必ず連絡すること。
（３）質問が複数に及ぶ場合は、メールにて本書の電子データを送信してください。
（E-mail：gijutsu-w@mz.pref.chiba.lg.jp）

